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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カルボキシル基を含む少なくとも２つの基が置換されたベンゼン環若しくはナフタレン
環を有し、かつ上記カルボキシル基を含む少なくとも１つの基が酸素原子を介してベンゼ
ン環若しくはナフタレン環に置換されている化合物の塩が、有機溶媒中に溶解されている
ことを特徴とする電解コンデンサ駆動用電解液。
【請求項２】
　前記化合物が、下記式（Ｉ）で表わされる化合物である、請求項１に記載の電解コンデ
ンサ駆動用電解液。
【化１】
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　（Ｚは、式（ＩＩＩ）で表わされる基であり、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立して、直鎖
若しくは分岐の炭素数１～２０のアルキレン基である。Ｘ1～Ｘ5は、それぞれ独立に、水
素原子、アルキル基、アルケニル基、アラルキル基、アリール基、アルコキシ基、カルボ
キシル基、アシル基、式（ＩＩ）又は式（ＩＩＩ）で表わされる基であり、かつＸ1～Ｘ5

のうちの少なくとも一つが、式（ＩＩ）、式（ＩＩＩ）又はカルボキシル基である。）
【請求項３】
　前記化合物が、下記式（IV）又は式（Ｖ）で表される、請求項１又は２に記載の電解コ
ンデンサ駆動用電解液。
【化２】

【化３】

　（Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５は、それぞれ独立して、炭素数１～２０のアルキレン基であり、Ｘ
は、水素、又は分岐してもよく置換されていてもよい炭素数１～１０のアルキル基若しく
はアルコキシ基、シクロアルキル基、又はアリール基であり、ｎは１～４である。）
【請求項４】
　前記化合物の塩が、アンモニウム塩、第１級～第４級アミン塩、アルカリ金属塩又は、
含窒素複素環式化合物塩である、請求項１～３のいずれか１項に記載の電解コンデンサ駆
動用電解液。
【請求項５】
　前記化合物の塩を、電解液中に、０．１～２０．０重量％含有する、請求項１～４のい
ずれか１項に記載の電解コンデンサ駆動用電解液。
【請求項６】
　前記有機溶媒が、多価アルコール、又は多価アルコールのモノ若しくはジアルキルエー
テルを主溶媒とする、請求項１～５のいずれか１項に記載の電解コンデンサの駆動用電解
液。
【請求項７】
　電解液が、１０重量％以下の水分含有量を有する、請求項１～６のいずれか１項に記載
のアルミニウム電解コンデンサの駆動用電解液。
【請求項８】
　耐電圧が１６０～５００Vの中高圧用のルミニウム電解コンデンサである、請求項１～
７のいずれか１項に記載のアルミニウム電解コンデンサの駆動用電解液。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電解コンデンサの駆動用電解液、特に、中高圧用のアルミニウム電解コンデ
ンサの駆動用電解液に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、中高圧用のアルミニウム電解コンデンサの駆動用電解液としては、一般にエチレ
ングリコールなどを主溶媒に、ほう酸又はその塩類を加えた電解液が使用されてきた。し
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かしながら、ほう酸は８５℃以上の高温において主溶媒のエチレングリコールなどと容易
にエステル化反応を起こして多量の水を生じる。このため、誘電体であるアルミニウム酸
化皮膜を著しく水和劣化させ、また、その蒸気圧の高さから、防爆弁の開弁及び外装ケー
スの変形等を引き起こし、使用環境１０５℃以上でコンデンサの寿命を短くする原因とな
っていた。そこで、アジピン酸、セバシン酸等の脂肪族ジカルボン酸又はその塩を含む電
解液が使用されてきた（非特許文献１）。
【０００３】
　しかし、アジピン酸、セバシン酸等のジカルボン酸は、導電率自体は高いものの、主溶
媒であるエチレングリコールなどに対する溶解性が乏しいため、電解液への添加量を低く
抑えなければならない。その結果、電解液の導電率が小さくなり、また、高温条件下では
導電率の減少等、経時劣化が大きく、満足するコンデンサ特性が得られないという問題点
がある。
【０００４】
　一方、安息香酸や置換安息香酸のようなベンゼン環に対して直接カルボン酸が置換され
た芳香族モノカルボン酸は、高温条件下での安定性が高く経時劣化が緩和される利点があ
るものの、化成性が低下するだけでなく、満足する導電率と耐電圧を同時に得られないと
いう問題がある（特許文献１及び特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】日本特開２００２－３７３８３３号公報
【特許文献２】日本特開２０１３－１４９６３８号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】「電解液陰極アルミニウム電解コンデンサ」（１９９７年、日本蓄電器
工業社発行）３８７頁～４０２頁
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記のように、これまでに種々の検討がなされているが、耐電圧性及び高温長寿命特性
、及びコンデンサの生産性を満足する中高圧用のアルミニウム電解コンデンサの駆動用電
解液は得られていない。
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明は、耐電圧性、高温長寿命特性に優れ、かつコンデ
ンサの生産性の高い電解コンデンサの駆動用電解液、特に、中高圧用アルミニウム電解コ
ンデンサの駆動用電解液を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を達成するために鋭意研究を続けたところ、下記を要旨とする
本発明に到達したものである。
【００１０】
（１）カルボキシル基を含む少なくとも２つの基が置換されたベンゼン環若しくはナフタ
レン環を有し、かつ上記カルボキシル基を含む少なくとも１つの基が酸素原子を介してベ
ンゼン環若しくはナフタレン環に置換されている化合物の塩が、有機溶媒中に溶解されて
いることを特徴とする電解コンデンサ駆動用電解液。
（２）前記化合物が、下記式（Ｉ）で表わされる化合物である、上記（１）に記載の電解
コンデンサ駆動用電解液。
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【化１】

（Ｚは、式（ＩＩＩ）で表わされる基であり、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立して、直鎖若
しくは分岐の炭素数１～２０のアルキレン基である。Ｘ1～Ｘ5は、それぞれ独立に、水素
原子、アルキル基、アルケニル基、アラルキル基、アリール基、アルコキシ基、カルボキ
シル基、アシル基、式（ＩＩ）又は式（ＩＩＩ）で表わされる基であり、かつＸ1～Ｘ5の
うちの少なくとも一つが、式（ＩＩ）、式（ＩＩＩ）又はカルボキシル基である。）
（３）前記化合物が、下記式（IV）又は式（Ｖ）で表される、上記（１）又は上記（２）
に記載の電解コンデンサ駆動用電解液。
【化２】

【化３】

　（Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５は、それぞれ独立して、炭素数１～２０のアルキレン基であり、Ｘ
は、水素、又は分岐してもよく置換されていてもよい炭素数１～１０のアルキル基若しく
はアルコキシ基、シクロアルキル基、又はアリール基であり、ｎは１～４である。）
（４）前記化合物の塩が、アンモニウム塩、第１級～第４級アミン塩、アルカリ金属塩又
は、含窒素複素環式化合物塩である、上記（１）～（３）のいずれか１項に記載の電解コ
ンデンサ駆動用電解液。
（５）前記化合物の塩を、電解液中に、０．１～２０．０重量％含有する、上記（１）～
（４）のいずれか１項に記載の電解コンデンサ駆動用電解液。
（６）前記有機溶媒が、多価アルコール、又は多価アルコールのモノ若しくはジアルキル
エーテルを主溶媒とする、上記（１）～（５）のいずれか１項に記載の電解コンデンサの
駆動用電解液。
（７）電解液が、１０重量％以下の水分含有量を有する、上記（１）～（６）のいずれか
１項に記載のアルミニウム電解コンデンサの駆動用電解液。
（８）耐電圧が１６０～５００Vの中高圧用のルミニウム電解コンデンサである、上記（
１）～（７）のいずれか１項に記載のアルミニウム電解コンデンサの駆動用電解液。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、耐電圧性、高温寿命特性に優れ、酸化被膜を形成する時間（化成時間
）が短く、かつコンデンサの生産性が高い、電解コンデンサ駆動用の新規な電解液、特に
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、中高圧用のアルミニウム電解コンデンサ駆動用の電解液が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の電解コンデンサ駆動用電解液は、カルボキシル基を含む少なくとも１つの基が
置換されたベンゼン環を有する化合物であり、該カルボキシル基を含む基が、炭素原子又
は酸素原子を介してベンゼン環に置換されている化合物（以下、特定芳香族カルボン酸と
もいう。）と塩基成分とから構成される塩が、溶質として、有機溶媒中に溶解されてなる
。
　本発明における特定芳香族カルボン酸は、上記式（Ｉ）で示される化合物が好ましい。
上記式（Ｉ）中、Ｚは、上記式（ＩＩ）で表わされるカルボキシアルキル基、又は上記式
（ＩＩＩ）で表わされるカルボキシアルキルオキシ基である。式（ＩＩ）及び（ＩＩＩ）
におけるＲ１及びＲ２は、それぞれ独立して、炭素数１～２０、好ましくは２～１５、特
に好ましくは３～１１のアルキレン基である。該アルキレン基は、直鎖、若しくは分岐し
てもよく、また、その水素原子は、置換されていてもよい。
　本発明における特定芳香族カルボン酸の具体例としては、実施例の表１－１～表１－６
に例示の芳香族カルボン酸の他に、パラトリル酢酸、２-フェニル酪酸、１，４－フェニ
レン二酢酸、２－（４－イソブチルフェニル）プロピオン酸等が挙げられる。
【００１３】
　式（Ｉ）中の置換基Ｘ１～Ｘ５は、水素、又は置換されていてもよい直鎖若しくは分岐
状の炭素数１～２０、好ましくは炭素数１～１５を有するアルキル基、シクロアルキル基
、アルケニル基、アラルキル基、アリール基、アルコキシ基、カルボキシル基、上記式（
ＩＩ）で表わされるカルボキシアルキル基、上記式（ＩＩＩ）で表わされるカルボキシア
ルキルオキシ基、カルボキシアリール基、又はアシル基である。なかでも、アルキル基、
アルコキシ基、カルボキシル基、上記式（ＩＩ）で表わされるカルボキシアルキル基、又
は、上記式（ＩＩＩ）で表わされるカルボキシアルキルオキシ基が好ましい。
　また、Ｘ１～Ｘ５の個数は１～５が好ましいが、より好ましくは１～３である。さらに
は、そのうち１個がカルボキシル基、上記式（ＩＩ）で表わされるカルボキシアルキル基
、又は、上記式（ＩＩＩ）で表わされるカルボキシアルキルオキシ基であるのが好ましい
。
【００１４】
　本発明における特定芳香環カルボン酸は、なかでも、カルボキシル基を含む２つの基が
置換されたベンゼン環を有する化合物であり、該２つの基の一方又は両方が、酸素原子を
介してベンゼン環に置換されている化合物が好ましい。ここで、ベンゼン環に置換される
カルボキシル基を含む基は、少なくとも２つ、必要に応じて、３から５であってもよい。
　かかるカルボキシル基を含む２つの基を有する特定芳香族カルボン酸は、上記式（IV）
又は式（Ｖ）で示される化合物が好ましい。
【００１５】
　上記式（IV）及び式（Ｖ）中、Ｒ3、Ｒ4及びＲ5は、それぞれ独立して、炭素数１～２
０、好ましくは炭素数２～１５、特にこのましくは炭素数３～１１のアルキレン基である
。アルキレン基は分岐してもよく、また、その水素原子は置換されていてもよい。Ｘは、
水素、又は分岐していてもよく置換されていてもよい炭素数１～１０、好ましくは炭素数
１～４を有する、アルキル基若しくはアルコキシ基、シクロアルキル基、又はアリール基
である。なかでも、アルキル基若しくはアルコキシ基が好ましい、ｎは１～４、好ましく
は１又は２である。
【００１６】
　上記式（IV）又は式（Ｖ）で示される化合物の好ましい具体例は、Ｒ3、Ｒ4及びＲ5が
、それぞれ炭素数１～１２のアルキル基であり、さらに、置換基Ｘがメチル基、エチル基
、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ターシャルブチル基、メトキ
シ基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基、ブトキシ基、イソブトキシ基、タ
ーシャルブトキシ基、ホルミル基、アセチル基、プロピオニル基又はベンゾイル基である
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。
【００１７】
　また、上記式（IV）又は式（Ｖ）で示される化合物の塩の好ましい具体例は、上記した
好ましい具体例の化合物のアンモニウム塩、第１級、第２級、第３級若しくは第４級アン
モニウム塩、又はアルカリ金属塩である。なかでも、アンモニウム塩、又は第１級、第２
級、若しくは第３級アンモニウム塩が好ましく、アンモニウム塩が特に好ましい。
【００１８】
　本発明における塩基成分は、上記特定芳香族カルボン酸とともに、好ましくは、アンモ
ニウム塩、第１級、第２級、第３級若しくは第４級アミン塩、含窒素複素環式化合物塩、
又はアルカリ金属塩を形成する塩基化合物が挙げられる。
　これらの塩基化合物としては、特定芳香族カルボン酸の塩の種類に応じて、アンモニア
、第１級、第２級、第３級若しくは第４級アミンが挙げられる。
　上記第１級、第２級若しくは第３級アンモニウム塩の好ましい例としては、モノエチル
アンモニウム塩、ジエチルアンモニウム塩、ジメチルアンモニウム塩、ジメチルエチルア
ンモニウム塩、トリエチルアンモニウム塩、トリブチルアンモニウム塩、トリイソブチル
アンモニウム塩、トリエタノールアンモニウム塩などが挙げられる。
　また、第４級アンモニウム塩の好ましい例としては、テトラメチルアンモニウム塩、ト
リメチルエチルアンモニウム塩、Ｎ－メチルピロリジニウム塩、Ｎ－エチルピロリジニウ
ム塩などが挙げられる。
　含窒素複素環式化合物塩としては、１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリニウム塩
、２－エチル－１，３，４－トリメチルイミダゾリニウム塩、１－エチル－２，３－ジメ
チルイミダゾリニウム塩が挙げられる。
　アルカリ金属塩としては、ナトリウム塩、カリウム塩が例示される。
　なかでも、アンモニウム塩、又は第１級、第２級、若しくは第３級アミン塩が好ましく
、アンモニウム塩又はジメチルアミン塩が特に好ましい。
【００１９】
　本発明の電解液で使用される有機溶媒としては、メタノール、エタノール等の１価アル
コール；エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、グリセ
リン、1,4-ブタンジオール、ポリエチレングリコール等の多価アルコール；ジエチレング
リコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ポリエチレン
グリコールモノメチルエーテル、ポリエチレングリコールモノエチルエーテル、ポリエチ
レングリコールジメチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエ
チレングリコールジメチルエーテル等の多価アルコールのモノ若しくはジアルキルエーテ
ルエチルアルコール；N-メチルホルムアミド、N、N-ジメチルホルムアミド等のアミド類
；γ-ブチロラクトン、γ-バレロラクトン等の環状エステル；ジメチルスルホキシド、ス
ルホラン等の硫黄化合物；プロピレンカーボネート、エチレンカーボネート、ジエチルカ
ーボネート、スチレンカーボネート、ジメチルカーボネート、メチルエチルカーボネート
等のカーボネート類；アセトニトリル、ブチロニトリル、スクシノニトリル、グルタロニ
トリル、アジポニトリル等のニトリル類；テトラヒドロフラン、ジオキサン等のフラン類
；などが挙げられる。
　中でも、多価アルコール、又は多価アルコールのモノ若しくはジアルキルエーテルが好
ましく、多価アルコールとしてはエチレングリコール、ジエチレングリコール、グリセリ
ン、又はポリエチレングリコールが特に好ましい。
　また、多価アルコールのモノ又はジアルキルエーテルとしては、ジエチレングリコール
モノメチルエーテル、又はジエチレングリコールジメチルエーテルが好ましく、これらは
５０重量％以上、特には７０重量％以上含有する有機溶媒が好適であり、１００重量％で
あってもよい。
　本発明では、これらの有機溶媒は、溶質の溶解性や電導度、温度特性等を向上させるた
めに２種以上混合して使用することもできる。
【００２０】
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　本発明のコンデンサ駆動用電解液は、上記特定芳香族カルボン酸の塩を予め調製し、こ
れを上記有機溶媒に溶解することにより得られる。また、上記特定芳香族カルボン酸の塩
を形成する原材料又は前駆体成分を、有機溶媒中に同時に又は順次添加して反応させるこ
とにより得ることもできる。本発明のコンデンサ駆動用電解液には、上記特定芳香族カル
ボン酸の塩とともに、特定芳香族カルボン酸が存在していてよい。
　例えば、上記特定芳香族カルボン酸と、アンモニア、又はアミン化合物とを、有機溶媒
中に添加して反応せしめることにより目的とする本発明の電解液を得ることができる。ま
た、本発明のコンデンサ駆動用電解液を得るに際しては、必要に応じて、加温、攪拌など
の溶解を促進し、また均一な溶液を得るための手段を施すことができる。
【００２１】
　この場合、上記特定芳香族カルボン酸と、塩基であるアンモニア、第１級～第３級アミ
ン、水酸化第４級アンモニウム若しくは水酸化アルカリとの添加比率により電解液中の、
遊離芳香族カルボン酸とカルボン酸塩の存在比率を制御するのが好ましい。通常、遊離芳
香族カルボン酸の当量と塩基の当量がほぼ等しいことが好ましい。この結果、電解液は、
特定芳香族カルボン酸が全て塩であり、遊離カルボン酸を含まないのが好ましい。遊離カ
ルボン酸とカルボン酸塩の存在比率は、得られる電解液のｐＨを制御して行うことができ
る。電解液のｐＨは２～１０が好ましく、３～８がさらに好ましい。
【００２２】
　本発明のコンデンサ駆動用電解液における上記特定芳香族カルボン酸の塩の含有量は、
好ましくは０．１～２０重量％である。かかる含有量の場合、電導性を損なうことなく、
使用耐電圧を高め、しかも広範囲の使用温度に耐え、高温での長寿命を有する電解液が得
られる。上記含有量が２０重量％を越えるのは、溶解性等から好ましくない。なかでも、
上記特定芳香族カルボン酸の塩の含有量は、より好ましくは、１～１５重量％、特に好ま
しくは１～１０重量％である。
【００２３】
　本発明のコンデンサ駆動用電解液には、少量の水が含まれていてもよい。該電解液の水
分含有量は、例えば、０．１～９０重量％の範囲であってもよい。なかでも、本発明の中
高圧用のアルミニウム電解コンデンサの場合は、水分含有量は１０重量％以下が望ましい
。水分量が１０重量％を超えると、不良率、及び防爆弁作動率が上昇するようになる。こ
の場合、電解液中の水分量は５重量％以下がさらに好ましい。
【００２４】
　本発明のコンデンサ駆動用電解液には、上記特定芳香族カルボン酸若しくはその塩に加
えて、通常のコンデンサ駆動用電解液に使用されている、既知の電解質を添加できる。か
かる電解質の例としては、有機カルボン酸等の有機酸若しくはその塩、無機酸若しくはそ
の塩等が挙げられる。これらの電解質は、単独でも、又は２種以上であってもよい。
　有機カルボン酸等の有機酸としては、蓚酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピ
ン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ノナンジカルボン酸、デカ
ンジカルボン酸、ウンデカンジカルボン酸、ドデカンジカルボン酸、トリデカンジカルボ
ン酸等の脂肪族直鎖ジカルボン酸；3-メチルアジピン酸、２－ヘキシルアジピン酸、2-メ
チルアゼライン酸、１，６－デカンジカルボン酸、５，６－デカンジカルボン酸等の脂肪
族側鎖ジカルボン酸；ギ酸、酢酸、ノナン酸、ヘプタン酸等のモノカルボン酸、マレイン
酸、フマル酸、シトラコン酸、イタコン酸、メサコン酸などの不飽和ジカルボン酸；安息
香酸、メチル安息香酸、エチル安息香酸、ジメチル安息香酸、ジエチル安息香酸、ｔ－ブ
チル安息香酸、サリチル酸、メチルサリチル酸などの芳香族カルボン酸；フタル酸、イソ
フタル酸、テレフタル酸等の芳香族ジカルボン酸；ボロジサリチル酸、ボロジグリコール
酸、ボロジフタル酸、ボロジシュウ酸等のボロジ塩；等が挙げられる。
　無機酸としては、ホウ酸、リン酸、亜リン酸、ジ亜リン酸、ポリ燐酸、ケイ酸、タング
ステン酸等が挙げられる。また、２価以上の無機酸では、リン酸モノエチル、リン酸ジブ
チルのようなその一部をエステル化された酸も使用することができる。
【００２５】
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　上記有機酸又は無機酸の塩としては、種々のものが挙げられる。例えば、アンモニウム
塩の他、モノエチルアンモニウム塩、ジエチルアンモニウム塩、ジメチルアンモニウム塩
、ジメチルエチルアンモニウム塩、トリエチルアンモニウム塩、トリブチルアンモニウム
塩、トリイソブチルアンモニウム塩、トリエタノールアンモニウム塩などが好まし例とし
て挙げられる。また、第４級アンモニウム塩の好ましい例としては、テトラメチルアンモ
ニウム塩、トリメチルエチルアンモニウム塩、Ｎ－メチルピロリジニウム塩、Ｎ－エチル
ピロリジニウム塩などが挙げられる。含窒素複素環式化合物塩としては、１，２，３，４
－テトラメチルイミダゾリニウム塩、２－エチル－１，３，４－トリメチルイミダゾリニ
ウム塩、１－エチル－２，３－ジメチルイミダゾリニウム塩などが挙げられる、アルカリ
金属塩としては、ナトリウム塩、カリウム塩などが挙げられる。
　上記塩の塩基成分としては、上記特定芳香族カルボン酸で使用の塩基成分と同様のもの
を用いることができる。
　本発明のコンデンサ駆動用電解液では、有機酸又は無機酸の塩の形成に使用する塩基成
分は、芳香族カルボン酸と同じ塩基成分でも、異なった塩基成分でもよい。
【００２６】
　また、酸化被膜の保護や耐圧の向上、化成性向上、寿命特性の改善を目的として各種の
添加剤を含有することができる。添加剤の例としては、マンニトール、ソルビトール等の
多価アルコール、ポリビニルアルコール、ポリエチレングリコール等の高分子化合物、シ
リカやアルミナ等の無機微粒子、エチレンジアミン四酢酸や尿素のような含窒素有機化合
物等が挙げられる。
　これらは単体として使用することもできるが、電解質や添加剤である酸のエステルや錯
体としたものも使用することもできる。
　これらの添加剤の添加量としては、添加剤単体で０．０１～１０重量％が好ましく、０
．０５～５重量％がより好ましい。
【００２７】
　また、コンデンサ内部に発生した水素ガスによる内部圧力の上昇を抑制する目的で、芳
香族ニトロ化合物を１種以上添加することができる。かかる芳香族ニトロ化合物の例とし
ては、ニトロアニソール、ニトロトルエン、ニトロクレゾール、ニトロフェニル酢酸、ニ
トロアセトアニリド、ニトロベンジルアルコール、ニトロアセトフェノン、ニトロアニリ
ン、ニトロフェノール、ニトロ安息香酸、メチルニトロ安息香酸、ニトロクメン、ニトロ
テレフタル酸、ニトロイソフタル酸、ニトロフェネトールなどが挙げられる。なかでも、
ニトロアニソール、ニトロベンジルアルコール、ニトロアセトフェノン、ニトロアセトア
ニリド、ニトロ安息香酸、又はニトロフェノールが好ましい。これらは、単体として添加
しても充分な効果が得られるが、必要に応じて、マレイン酸ジメチル等の不飽和カルボニ
ル化合物を添加することで、より高い効果が得られる。芳香族ニトロ化合物の添加量とし
ては０．０１～１０重量％が好ましく、０．５～５重量％がより好ましい。
【００２８】
　本発明のコンデンサ駆動用電解液は、種々の電解コンデンサに使用できるが、なかでも
中高圧用のアルミニウム電解コンデンサの駆動液として有用である。本発明において、中
高圧用のアルミニウム電解コンデンサとは、定格電圧（耐電圧）が１６０～５００Ｖ、好
ましくは３００～５００Ｖのアルミニウム電解コンデンサを意味する。
　本発明のコンデンサ駆動用電解液は、定格電圧が３５０～５００Ｖの電解コンデンサの
駆動液として好適であり、なかでも定格電圧４００～５００Ｖの高圧用電解コンデンサの
駆動液として有用である。
　本発明のコンデンサ駆動用電解液を用いる電解コンデンサの形状には特に制限がなく、
ネジ端子形、基板自立形及びリード形いずれでもよい。
　電解コンデンサの定格静電容量範囲にも特に制限はなく、０．１～４７０００μＦの範
囲が例示でき、３０～３００００μＦの範囲が好ましい。
【実施例】
【００２９】
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　以下、本発明を実施例に基づき、更に具体的に説明するが、本発明は、以下の実施例に
限定して解釈されるものではない。
【００３０】
実施例１
　ガラス製容器に特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）４．６部をエチレングリコール９５部
に投入し、２０～３０℃にて撹拌させながらアンモニアガス０．４部を吹き込んだ。その
まま約１時間撹拌を続けることで塩濃度５重量％の電解液を調製した。また、アンモニア
ガスの吹き込み量は吹き込み前後の電解液の重量を測定することで算出することができる
。
【００３１】
実施例２～１６及び１９～３８
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに各特定芳香族カルボン酸
（Ａ－２）～（Ａ－１６）及び（Ａ－１９）～（Ａ－３８）とした以外は、実施例１と同
様な操作を行い、実施例２～１６及び１９～３８の本発明の電解液を得た。
【００３２】
実施例１７
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに特定芳香族カルボン酸（
Ａ－３）、塩基をジエチルアミンとした以外は、実施例１と同様な操作を行い、実施例１
７の本発明の電解液を得た。
【００３３】
実施例１８
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに特定芳香族カルボン酸（
Ａ－３）、溶媒をプロピレングリコールとした以外は、実施例１と同様な操作を行い、実
施例１８の本発明の電解液を得た。
【００３４】
実施例３９
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに特定芳香族カルボン酸（
Ａ－１９）、塩基をジメチルアミンとした以外は、実施例１と同様な操作を行い、実施例
３９の本発明の電解液を得た。
【００３５】
実施例４０
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに特定芳香族カルボン酸（
Ａ－１９）、塩基をトリイソブチルアミンとした以外は、実施例１と同様な操作を行い、
実施例４０の本発明の電解液を得た。
【００３６】
実施例４１
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに特定芳香族カルボン酸（
Ａ－１９）、溶媒をエチレングリコールとジエチレングリコールの比が３：１なる混合溶
媒とした以外は、実施例１と同様な操作を行い、実施例４１の本発明の電解液を得た。
【００３７】
実施例４２
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりに特定芳香族カルボン酸（
Ａ－２６）、塩基をジメチルアミン、溶媒をジエチレングリコールとした以外は、実施例
１と同様な操作を行い、実施例４２の本発明の電解液を得た。
【００３８】
比較例１～３
　実施例１において特定芳香族カルボン酸（Ａ－１）の代わりにセバシン酸、１，６－デ
カンジカルボン酸及び安息香酸とした以外は、実施例１と同様な操作を行い、比較例１～
３の電解液を得た。
【００３９】
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【００４０】
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【表１－２】

【００４１】
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【表１－３】

【００４２】
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【表１－４】

【００４３】
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【表１－５】

【００４４】
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【表１－６】

【００４５】
　上記実施例１～４２及び比較例１～３の電解液を用いて、以下に示す方法にて火花発生
電圧、導電率、化成時間及び１０００時間後の導電率維持率を測定した。その結果を表２
－１及び表２－２に記載した。
【００４６】
　〈火花発生電圧、化成時間〉
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　エーディーシー社製 7352Eを用い、陽極に化成エッチングアルミニウム箔、陰極にプレ
ーンなアルミニウム箔を使用し、１０５℃にて電流密度０．２５ｍＡ／ｃｍ２の定電流を
負荷させたときの火花発生電圧を測定した。
　化成時間(アルミニウムの酸化被膜を形成する時間)は、火花発生電圧測定時の1分あた
りの昇電圧を計算した値であり、以下の方法にて算出した。
　化成時間（Ｖ／ｍｉｎ）＝（火花発生電圧）／（火花発生電圧に到達した時間）
【００４７】
　〈導電率、導電率維持率〉
　東亜ディーケーケー社製 ＣＭ－３０Ｒを用い、容器を３０℃恒温槽中にて温度を一定
に保ち導電率の測定を行った。その後、電解液を１０５℃の恒温槽にて１０００時間保管
し、保管後の導電率も同様に測定した。また、導電率維持率は以下の方法にて算出した。
　導電率維持率（％）＝１００×{（高温保管後の導電率）／（高温保管前の導電率）}
【００４８】
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【表２－２】

【００４９】
　表２－１及び表２－２から明らかなように、実施例１～４２の電解液は、高い火花発生
電圧を有し、なお且つ、高い熱安定性及び化成性を併せ持っていることが分かる。また、
塩が３級アミン塩、４級アミン塩、アルカリ金属塩及び含窒素複素環式化合物塩でも同じ
傾向を示す。
【００５０】
　また、実施例３の電解液の３つの塩濃度における、導電率と火花発生電圧の測定を行っ
た。その結果を表３に示す。
【００５１】
【表３】

【００５２】
　表３で明らかなように、特定芳香族カルボン酸の塩濃度を変化させても高い火花発生電
圧及び導電率を得られることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　本発明のコンデンサ駆動用電解液は、種々の電解コンデンサに使用できるが、なかでも
中高圧用のアルミニウム電解コンデンサの駆動液として有用である。
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　なお、２０１４年１月２８日に出願された日本特許出願２０１４－０１３７３５号の明
細書、特許請求の範囲、及び要約書の全内容をここに引用し、本発明の明細書の開示とし
て、取り入れるものである。
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